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公布された規則のあらまし

◇鳥取県食品衛生法施行細則の一部改正について

１ 規則の改正理由

個人情報の保護を図るため、営業許可証の記載事項等について所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 営業許可証には、許可を受けた者の住所を記載しないこととする。

(２) 総合事務所長の委任決裁となっている事務については申請書の提出先を総合事務所長とする等所要の改

正を行う。

(３) その他所要の規定の整備を行う。

(４) 施行期日等

ア 施行期日は、平成19年４月１日とする(２)を除き、公布の日とする。

イ 所要の経過措置を講ずる。

◇鳥取県ふぐの取扱い等に関する条例施行規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

石川県ふぐの処理等の規制に関する条例が制定され、石川県においてふぐ処理師に係る免許制度が導入され

たこと等に伴い、本県のふぐ処理師の免許に係る許可基準等について所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 本県のふぐ処理師の免許を与える者に、石川県のふぐ処理師の免許を受けている者を加える。

(２) 総合事務所長の委任決裁となっている事務については申請書の提出先を総合事務所長とする等所要の改

正を行う。

(３) その他所要の規定の整備を行う。

(４) 施行期日は、平成19年４月１日とする(２)を除き、公布の日とする。
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規 則

鳥取県食品衛生法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成19年３月20日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県規則第16号

鳥取県食品衛生法施行細則の一部を改正する規則

鳥取県食品衛生法施行細則（昭和49年鳥取県規則第52号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）を当該改正部分に対応する同表の改

正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

第７条 政令第４条第４項の規定による試験品の採取 第７条 政令第４条第４項の規定による試験品の採取

量は、別表第１のとおりとする。ただし、総合事務 量は、別表第１のとおりとする。ただし、知事が特

所長（鳥取県事務処理権限規則（平成８年鳥取県規 別の理由があると認めるときは、当該検査に必要な

則第32号）第６条第１項の規定により知事の権限に 限度において、その採取量を変更することができ

属する事務の委任を受けた鳥取県総合事務所設置条 る。

例（平成15年鳥取県条例第40号）第３条に規定する

総合事務所長をいう。以下同じ。）が特別の理由が

あると認めるときは、当該検査に必要な限度におい

て、その採取量を変更することができる。

（営業の許可の申請書） （営業の許可の申請書）

第12条 略 第12条 略

２ 省令第67条第２項の申請書は、当該許可の有効期 ２ 省令第67条第２項の申請書は、当該許可の有効期

間の満了の日の20日前までに総合事務所長に提出し 間の満了の日の20日前までに知事に提出しなければ

なければならない。 ならない。

（許可証の交付等） （許可証の交付等）

第13条 総合事務所長は、法第52条第１項の営業の許 第13条 知事は、法第52条第１項の営業の許可をした

可をしたときは、当該申請者に対し、様式第８号に ときは、当該申請者に対し、様式第８号による許可

よる許可証（以下「許可証」という。）を交付しな 証（以下「許可証」という。）を交付しなければな

ければならない。 らない。

２ 略 ２ 略

３ 営業者は、許可証をき損し、又は亡失したとき ３ 営業者は、許可証をき損し、又は亡失したとき

は、様式第９号による申請書を総合事務所長に提出 は、様式第９号による申請書を知事に提出し、その

し、その再交付を受けなければならない。 再交付を受けなければならない。

４ 営業者は、許可証の再交付を受けた後において亡 ４ 営業者は、許可証の再交付を受けた後において亡

失した許可証を発見したとき、許可の有効期間が満 失した許可証を発見したとき、許可の有効期間が満

了したとき、許可の取消しがあったとき、又は営業 了したとき、許可の取消しがあったとき、又は営業
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を廃止したときは、許可証を総合事務所長に返納し を廃止したときは、許可証を知事に返納しなければ

なければならない。 ならない。

（地位の承継の届出） （地位の承継の届出）

第13条の２ 略 第13条の２ 略

２ 総合事務所長は、前項の規定による届出書を受理 ２ 知事は、前項の規定による届出書を受理したとき

したときは、当該届出者に対し、許可証を書換え交 は、当該届出者に対し、許可証を書換え交付しなけ

付しなければならない。 ればならない。

（営業の廃止の届出） （営業の廃止の届出）

第15条 営業者は、その営業を廃止したときは、様式 第15条 営業者は、その営業を廃止したときは、様式

第12号による届書により速やかにその旨を総合事務 第12号による届書により速やかにその旨を知事に届

所長に届け出なければならない。 け出なければならない。

２ 略 ２ 略

別表第２（第10条関係） 別表第２（第10条関係）

１及び２ 略 １及び２ 略

３ 食品取扱施設における衛生管理 ３ 食品取扱施設における衛生管理

(１)～(８) 略 (１)～(８) 略

(９) 不良な食品の回収 (９) 不良な食品の回収

ア 不良な食品の製造又は販売があった場合 ア 不良な食品の製造又は販売があった場合

に、食品衛生上の危害の発生を防止するた に、食品衛生上の危害の発生を防止するた

め、当該食品を迅速かつ適切に回収できるよ め、当該食品を迅速かつ適切に回収できるよ

う、回収に係る責任体制、具体的な回収の方 う、回収に係る責任体制、具体的な回収の方

法及び総合事務所長又は食肉衛生検査所長 法及び知事への報告の手順を定めること。

（鳥取県事務処理権限規則第６条第１項の規

定により知事の権限に属する事務の委任を受

けた鳥取県食肉衛生検査所条例（平成12年鳥

取県条例第16号）第１条の規定により設置さ

れた鳥取県食肉衛生検査所の長をいう。）へ

の報告の手順を定めること。

イ 略 イ 略

(10)～(12) 略 (10)～(12) 略

４～６ 略 ４～６ 略

様式第８号（第13条関係） 様式第８号（第13条関係）

番 号 番 号

営業許可証 営業許可証

住所（法人の場合は、所在地）

氏名（法人の場合は、名称） 氏名（法人の場合は、名称）

営業所の名称、屋号又は商号 営業所の名称、屋号又は商号

営業の種類 営業の種類
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営業所所在地 営業所所在地

有効期間 有効期間

その他の条件 その他の条件

食品衛生法第52条第１項の規定により、上記のと 食品衛生法第52条第１項の規定により、上記のと

おり許可する。 おり許可する。

年 月 日 年 月 日

職 氏 名 印 職 氏 名 印

様式第10号（第13条の２関係） 様式第10号（第13条の２関係）

相続（合併・分割）による営業者の地位の承継届 相続（合併・分割）による営業者の地位の承継届

職 氏 名 様 職 氏 名 様

下記のとおり営業者の地位を承継したので、食品 下記のとおり営業者の地位を承継したので、食品

衛生法第53条第２項の規定により届け出ます。 衛生法第53条第２項の規定により届け出ます。

年 月 日 年 月 日

申請者 住所（法人の場合は、所在地） 申請者 住所（法人の場合は、所在地）

郵便番号 郵便番号

氏名（法人の場合は、名称及び代 氏名（法人の場合は、名称及び代

表者の氏名） 表者の氏名）

年 月 日生 年 月 日生

被相続人との続柄 被相続人との続柄

記 記

略 略

添付書類 添付書類

(１) 戸籍謄本（合併又は分割の場合は、合併後 (１) 戸籍謄本（合併又は分割の場合は、合併後

存続する法人若しくは合併により設立された法 存続する法人若しくは合併により設立された法

人又は分割により営業を承継した法人の登記事 人又は分割により営業を承継した法人の登記簿

項証明書） 謄本）

(２)及び(３) 略 (２)及び(３) 略

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第７条、第12条から第13条の２まで、第15条及び別表第２の

改正は、平成19年４月１日から施行する。
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（経過措置）

２ 改正前の鳥取県食品衛生法施行細則第13条第１項の規定により交付された許可証については、この規則の施

行日以降においても、なお従前の例によることができる。
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鳥取県ふぐの取扱い等に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成19年３月20日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県規則第17号

鳥取県ふぐの取扱い等に関する条例施行規則の一部を改正する規則

鳥取県ふぐの取扱い等に関する条例施行規則（平成16年鳥取県規則第78号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線

が引かれた部分（以下「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、

改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

（認証の申請） （認証の申請）

第19条 条例第12条第１項の認証（以下「認証」とい 第19条 条例第12条第１項の認証（以下「認証」とい

う。）を受けようとする者は、様式第７号による申 う。）を受けようとする者は、様式第７号による申

請書に認証を受けようとする施設に置く専任のふぐ 請書に認証を受けようとする施設に置く専任のふぐ

処理師（以下「専任ふぐ処理師」という。）の免許 処理師（以下「専任ふぐ処理師」という。）の免許

証の写しを添えて総合事務所長（鳥取県事務処理権 証の写しを添えて知事に申請しなければならない。

限規則（平成８年鳥取県規則第32号）第６条第１項

の規定により知事の権限に属する事務の委任を受け

た鳥取県総合事務所設置条例（平成15年鳥取県条例

第40号）第３条に規定する総合事務所長をいう。以

下同じ。）に申請しなければならない。

（地位の承継の申請） （地位の承継の申請）

第24条 条例第14条第２項の規定による申請は、様式 第24条 条例第14条第２項の規定による申請は、様式

第11号による申請書に次に掲げる書類を添えて行わ 第11号による申請書に次に掲げる書類を添えて行わ

なければならない。 なければならない。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 承継の原因が合併又は分割による場合にあっ (４) 承継の原因が合併又は分割による場合にあっ

ては、認証営業者の地位を承継する法人の登記事 ては、認証営業者の地位を承継する法人の登記簿

項証明書 の謄本

（認証営業台帳の登録事項の訂正） （認証営業台帳の登録事項の訂正）

第25条 総合事務所長は、前３条の申請に基づき認証 第25条 知事は、前３条の申請に基づき認証書の書換

書の書換え又は再交付を行ったときは、認証営業台 え又は再交付を行ったときは、認証営業台帳の登録

帳の登録事項を訂正するものとする。 事項を訂正するものとする。

（認証書の返納） （認証書の返納）

第26条 認証営業者は、次の各号のいずれかに該当す 第26条 認証営業者は、次の各号のいずれかに該当す

るに至ったときは、速やかに様式第12号による届出 るに至ったときは、速やかに様式第12号による届出

書により総合事務所長に届け出るとともに、認証書 書により知事に届け出るとともに、認証書を知事に
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を総合事務所長に返納しなければならない。 返納しなければならない。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

２ 略 ２ 略

３ 総合事務所長は、第１項第１号又は第３号に規定 ３ 知事は、第１項第１号又は第３号に規定する届出

する届出を受けたときは、認証営業台帳の登録事項 を受けたときは、認証営業台帳の登録事項を抹消す

を抹消するものとする。 るものとする。

別表第２（第７条関係） 別表第２（第７条関係）

埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 石川県 静岡 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 静岡県 愛知

県 愛知県 滋賀県 京都府 奈良県 山口県 香 県 滋賀県 京都府 奈良県 山口県 香川県 愛

川県 愛媛県 高知県 福岡県 熊本県 宮崎県 媛県 高知県 福岡県 熊本県 宮崎県 鹿児島県

鹿児島県

様式第11号（第24条関係） 様式第11号（第24条関係）

ふぐ取扱い営業認証承継申請書 略 ふぐ取扱い営業認証承継申請書 略

職 氏名 様 職 氏名 様

鳥取県ふぐの取扱い等に関する条例第14条第２項 鳥取県ふぐの取扱い等に関する条例第14条第２項

の規定により認証営業者の地位の承継を次のとおり の規定により認証営業者の地位の承継を次のとおり

申請します。 申請します。

年 月 日 年 月 日

郵便番号 郵便番号

住所 住所

申請者 氏名 申請者 氏名

（法人にあっては、名称及 （法人にあっては、名称及

び代表者の氏名) び代表者の氏名)

電話番号 電話番号

略 略

添付書類 添付書類

１及び２ 略 １及び２ 略

３ 合併又は分割による承継の場合は、認証営業 ３ 合併又は分割による承継の場合は、認証営業

者の地位を承継する法人の登記事項証明書 者の地位を承継する法人の登記簿の謄本

附 則

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第19条、第25条及び第26条の改正は、平成19年４月１日から施

行する。
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